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知的財産報告書 2023

東急建設の研究開発部門と知財部門

東急建設の知的財産

東急建設のR&D部門は、技術研究所と土木事業本部、建築事業本部に属し、それぞれにおいて

ニーズ探索および技術開発目標を設定しています。知財部門はそれと独立した社長直轄の価値創

造推進室に属し、R&D部門への支援をおこなっています。また、新規事業やオープンイノベーショ

ンを担当する部門も価値創造推進室に属しています。

技術・知財戦略グループの変遷・役割の変化

価値創造推進室の発足前、知財部門は法務部に属し『研究開発部門における開発技術の知財化の

推進』、『設計・施工現場の創意工夫の知財化の推進』、『知財紛争の防止』をおこなってきました。

2021年4月に知の探索を担う部門として新設された価値創造推進室に所属を移し、従来の知財

活動に加えて、『事業戦略・技術戦略に資する知財戦略の立案・実行』、『R&Dに資する知財分析』、

『新規事業やオープンイノベーションの利活用に資する知財分析』をおこない、企業価値の向上を目

指す長期経営計画における重要な役割を担っています。
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技術戦略基本方針

1. 顧客が満足する付加価値・優位性のある建設サービス・技術を提供し続ける。

2. 最先端技術の導入を絶えず検討し、同業他社・異業種との連携、外部機関との共同開発等を積極的に行い、顧客から選

ばれる一歩先の技術を獲得する。

3. 品質向上、生産性向上、安全性向上、環境配慮を目的とした技術開発等を積極的に行い、早期の適用・普及に注力する。
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東急建設の知的財産

技術戦略における知財の位置づけ 知財戦略方針

当社における技術開発は、長らく技術研究所、土木事業および建築事業の本部組織に所属する各

技術開発部門において、市場（顧客）ニーズ探索から始まる開発行為全体をそれぞれ独立に近い形

でおこなってきましたが、これら3つのR&D部門における技術戦略を総合的に取りまとめるため

の組織として、2022年度に技術戦略会議を発足させました。技術戦略会議は、足元の顧客ニーズ

と将来的な顧客ニーズを捉え、R&D部門のエンジニアリング力強化により最適なソリューションを

選択し、継続的に提供すること、また建設生産システムの革新を目指すことを目的としています。

2009年に当社における知財戦略方針として知財の積極活用による価値創造企業への成長を掲

げました。技術戦略会議の発足を機会に、上位戦略にあたる事業戦略や技術戦略へ知財を活用す

るため、技術戦略基本方針に沿う形で知財戦略基本方針を更新しました。また、「権利化の推進」

「事業や技術の意思決定に資する知財情報分析」「リスク回避」「知財リテラシー向上」の４つを知財

の基本戦略と定めました。

権利化の推進

当社にとっての知的財産保有の意義は、１）技術の保護、２）受注力の向上、３）信頼の獲得、４）新

規事業の創出と事業展開の有利化、５）利益への貢献、としています。上位戦略にあたる事業戦略・

技術戦略に直結する分野への知財化の集中と選別をおこない、上述した5つの意義に資する知財

の権利化を推進します。注力する分野は、技術戦略会議で定めた技術戦略カテゴリ『脱炭素』 『廃棄

物ゼロ』 『防災・減災』『まちづくり』 『品質』 『生産性』『安全』を軸とし、関連する技術分野を含めま

す。

技術の保護
戦略的・戦術的な知的財産の保有による設計業務および施工業務の円滑な遂行と防
衛

受注力の向上
技術を知財化することにより差別化を強化し、技術提案型競争入札や総合評価落札
方式の受注支援

信頼の獲得 技術の知財化による社会アピールと顧客からの技術的信頼の獲得

新規事業の創出と
事業展開の有利化

知財化技術の新規事業での積極的活用と新規事業の独占化・有利化

利益への貢献 保有知財権の行使による利益への貢献

「安心・安全」「信頼性」「品質」「持続可能性」等、社会から要求される「建設業」の技術への期待度

は大きく、「建設業」の技術によって解決が期待される社会における諸問題も多く残されていると

考えられます。社会の変化、ニーズを捉え、スピード感を持った開発が常に求められる中、知財化の

推進および保有知財の分析により事業戦略・技術戦略に貢献していきます。

技術戦略会議では、技術戦略基本方針のもと現

状および今後の技術開発の取組みの軸となる、技

術開発ロードマップを作成し随時ローリングをお

こなっています。知財戦略は技術開発の取組みに

対する手段やリソースとしての位置にあり、有望

な技術シーズの探索や自社R&D活動や異業種を

含む外部連携に関わる投資に資する知財分析を

おこなっています。知的財産の管理をするにとど

まらず、経営・事業の意思決定に関わる知財戦略

を策定・実行していきます。
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東急建設の知的財産

知財分析の活用

知財部門による事業戦略、技術戦略への貢献には、知財化の支援のみならず知財分析による情

報提供が不可欠です。総合建設業が扱う技術分野は広範かつ複雑で、事業の基盤となる施工方法

や施工に用いられる材料のような建設業界ならではのものから、通信・情報処理、環境や脱炭素に

関わるものまで多岐にわたります。知財情報の分析からの情報のみで事業戦略や技術戦略の決定

に至るものではありませんが、体系的に技術情報を整理し注力すべき分野の抽出および、R&D方

針や協業可能性の知財目線からの示唆により、事業を持続的に支援していきます。

コア事業の技術開発への活用

長期経営計画における重点戦略2（コア事業

の深化）には、技術開発の継続・強化が欠かせ

ません。技術開発は一般的に、社会動向を把

握しながら、顧客や作業所から求められる技

術のニーズを調査することから始まります。

しかしながら、これまでのニーズ調査や協業

先の探索では、調査範囲が関連業界に留まっ

てしまうという課題がありました。そこで当

社では、自社が保有する特許を要素技術に分

解し、市場におけるトレンド分野を構成する

要素技術との繋がりを確認しました。これに

より、一見、繋がりがなさそうな異なる業界

における技術分野領域との繋がりを見出す

情報を得ることで、重点戦略2（コア事業の深

化）で目指している現場力の強化や建設生産

システムの革新に資する広い知見を得ること

ができます。

新規事業創出への示唆

当社のコア事業における技術開発のみな

らず、これまで見出せなかった領域は新規

事業の創出にも繋がる可能性があります。

当社が持つ技術を生かした新規事業の立

案にも役立たせ、重点戦略3（戦略事業の

成長）へと繋げることが出来ます。

オープンイノベーションの支援

要素技術に分解し市場トレンドとの繋が

りを見出すことは、長期経営計画における

重点戦略3（戦略事業の成長）にも寄与し

ます。探索しきれていなかった異業種にお

ける関連技術分野領域での共同研究の可

能性を模索し、コア事業とのシナジーによ

る新たな成長機会の創出に貢献します。

建設業界の特許動向調査

日本国内において1993年～2021年6月末

時点に公開された特許公報約8万件を用い、ゼ

ネコン業界の技術情報地図-知財マップを作成

しました。業界全体における自社の立ち位置や

競合企業との関係性、直近の成長領域、萌芽的

な技術領域を把握し、当社の強みや特徴的技術

を見出し、今後の技術戦略への示唆を導き出す

ことに活用されます。また、「脱炭素」や「防災・

減災」などの特定のキーワードにおける個別

マップを作成し、各特定分野別の成長領域や時

系列変化をまとめ、既存事業の深化や新規事業

領域の方向性検討に寄与する分析を行います。

活用
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産業財産権保有件数と出願件数（2023.3.31時点）

産業財産権の保有状況(2023.3.31現在)

年度別の特許登録件数及び出願件数

主な社外表彰
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（単位：件）

2021

脱炭素 2 4

防災・減災 3 10

基盤技術 14 10

その他 0 2

1 1廃棄物ゼロ

2022

脱炭素 0 0

廃棄物ゼロ 2 4

基盤技術 14 12

その他 5 1

防災・減災 3 4

（単位：件）

年度 登録 出願

年度 登録 出願

2022

技術研究所 6 10

土木事業本部 8 4

建築事業本部 3 7

その他 7 0

（単位：件）

2021

技術研究所 8 14

土木事業本部 6 6

建築事業本部 1 7

その他 5 0

年度

2013
ｺﾝｸﾘｰﾄ工学会賞

技術賞
公益社団法人

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工学会
鉄道営業線近接・直上におけるHPCa工法を適用したﾗｰﾒﾝ高架橋の構築
特許第5065341号　ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ柱と基礎の接続方法と仮受架台　他

2013
東急グループ賞

環境賞
東急株式会社

車載型水処理装置ー放射能汚染された水の浄化技術ー
特許第6083737号　浄化装置

2021
土木学会賞
技術開発賞

公益社団法人
土木学会

既設鋼橋梁の鋼桁・橋台・盛土一体化工法の開発
特許第5457942号　橋台と背面盛土の補強方法

2017
土木学会賞
技術開発賞

公益社団法人
土木学会

プレキャストパネルと高強度繊維補強モルタルと用いた耐震補強工法
特許第6553442号　既設柱の補強構造および補強工法　他

2014
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ功労賞
グループ表彰

一般財団法人
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ協会

ﾊｰﾌﾌﾟﾚｷｬｽﾄ工法を用いた鉄道ﾗｰﾒﾝ高架橋の構築方法の開発ﾁｰﾑ
特許第5065341号　ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ柱と基礎の接続方法と仮受架台　他

表彰名 授与機関 関連特許

合計 国内＋外国 486 79

商標
国内 145 3

外国 - -

意匠
国内 2 0

外国 - -

実用新案
国内 1 0

外国 - -

（単位：件）

登録 出願中

特許
国内 336 76

外国 2 0
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